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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第43期
第２四半期
連結累計期間

第44期
第２四半期
連結累計期間

第43期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年９月30日

自平成24年４月１日
至平成24年９月30日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（千円） 16,457,720 11,688,227 29,234,927

経常利益（千円） 3,175,946 1,787,549 4,907,578

四半期（当期）純利益（千円） 1,675,569 1,040,915 2,469,417

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
1,678,218 1,043,482 2,470,873

純資産額（千円） 18,087,628 19,317,883 18,717,299

総資産額（千円） 32,535,672 36,375,764 35,312,200

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
75.91 46.54 111.70

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 55.52 53.11 53.00

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
3,381,904 △4,083,510 5,566,480

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△163,293 △633,204 △456,654

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△946,512 1,813,160 △1,271,012

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
3,591,021 2,254,280 5,157,993

　

回次
第43期

第２四半期連結
会計期間

第44期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成23年７月１日
至平成23年９月30日　

自平成24年７月１日
至平成24年９月30日　

１株当たり四半期純利益金額

（円）
48.30 26.13

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。　

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、復興需要の顕在化とともにエコカー補助金等の政策効果が寄

与し、堅調を維持したものの、欧州危機の長期化や中国経済の減速傾向の影響、歴史的な円高、原油価格の上昇など

を受け、設備投資も頭打ちになるなど、先行きは不透明であります。

ユニットハウス業界におきましては、復興需要を受け、東北地方を中心に震災復興の公共事業等や民間の建築等

に伴う需要が増加しており、また関東地方を中心に建設投資等に伴う需要も回復してきております。

このような情勢のなか、当社グループは、震災復興関連工事の需要に全力で取り組むとともに、新規の商品開発や

新規顧客開拓により、さらなる需要拡大を図っております。

また、継続して取り組んでおります展示販売場やトランクルーム等の販売ネットワーク拡充についても、計画に

沿って順調に進捗しており、当第２四半期連結累計期間レンタル料収入は6,672百万円（前年同期比19.1％減）、当

第２四半期連結累計期間製品売上高は4,940百万円（前年同期比39.3％減）となりました。なお、前年実績に東日本

大震災の仮設住宅建設の売上高が含まれているため、前年同期比は減少となっておりますが、当期の計画との比較

ではおおむね順調な推移となっております。

その他の事業につきましては、当第２四半期連結累計期間売上高は76百万円（前年同期比5.0％減）となりまし

た。

上記の結果、当第２四半期連結累計期間売上高は11,688百万円（前年同期比29.0％減）となりました。

利益面におきましては、営業利益1,695百万円（前年同期比46.8％減）、経常利益1,787百万円（前年同期比

43.7％減）、四半期純利益1,040百万円（前年同期比37.9％減）となりました。

　　　

(２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

2,903百万円減少し、2,254百万円となりました。資金の主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益、減価償却費で

あります。主な減少要因は、売上債権の増加、たな卸資産の増加及び法人税等の支払いであります。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により使用した資金は4,083百万円（前年同期は3,381百万円の獲得）となりました。

主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益1,783百万円、減価償却費1,567百万円であり、主な減少要因は、たな

卸資産の増加3,724百万円、売上債権の増加762百万円及び法人税等の支払2,326百万円によるものであります。　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は633百万円（前年同期は163百万円の使用）となりました。

主な要因は、販売拠点拡充等に伴う固定資産の取得等による支出735百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により獲得した資金は1,813百万円（前年同期は946百万円の使用）となりました。

主な増加要因は、短期及び長期借入金の純増2,296百万円によるものであり、減少要因は配当金の支払い363百万

円であります。　
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(３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社グループでは、以下の経営方針を支持する者が、「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者」で

あることが望ましいと考えています。

　

経営方針

法令及び社会規範の遵守を前提として次の事項を推進し、中長期的かつ総合的に企業価値・株主価値の向上を

目指す。

①効率的な資産運用及び利益重視の経営による業績の向上並びに積極的な利益還元

②経営の透明性確保

③顧客をはじめあらゆるステークホルダーから信頼される経営体制の構築を行う。

また、上記の経営方針に照らして不適切な者が当社支配権の獲得を表明した場合には、当該表明者や大阪

証券取引所その他の第三者（独立社外者）とも協議のうえ、次の３項目の要件を充足する必要かつ妥当な措

置を講じるものとします。

ａ．当該措置が上記の経営方針に沿うものであること

ｂ．当該措置が株主の共同の利益を損なうものでないこと

ｃ．当該措置が役員の地位の維持を目的とするものでないこと　

 

(４）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は78百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 　　

(５）主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第２四

半期連結累計期間において著しい変更はありません。

　

(６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に対し1,063百万円増加し36,375百万円となり

ました。変動の大きかった主なものは、売上債権の増加767百万円、レンタル資産の増加2,157百万円、建物の増加321

百万円、建設仮勘定の増加434百万円、現金及び預金の減少2,903百万円などであります。

　負債の合計額は、前連結会計年度末に対し462百万円増加し17,057百万円となりました。変動の大きかった主なも

のは、短期および長期借入金の純増2,296百万円、未払法人税等の減少1,683百万円、支払債務の減少257百万円など

であります。

純資産の合計額は、前連結会計年度末に対し600百万円増加し19,317百万円となりました。自己資本比率は53.1％

となっており、健全な財務体質を保っております。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,356,800 23,356,800

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であり、

単元株式数は、

1,000株でありま

す。

計 23,356,800 23,356,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年７月１日～

平成24年９月30日
－　 23,356 －　 1,545,450 －　 2,698,150
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（６）【大株主の状況】

 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈲和幸興産 千葉県柏市北柏１丁目１ 9,733 41.67

長妻　貴嗣 千葉県柏市 3,314 14.19

長妻　和男 千葉県柏市 2,148 9.20

苅谷　元史 愛知県一宮市 358 1.53

三協フロンテア従業員持株会 千葉県柏市新十余二５ 329 1.41

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口）
東京都中央区晴海１丁目8-11 200 0.86

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目4-5

200 0.86（常任代理人　日本マスタートラ

　スト信託銀行㈱）
（東京都港区浜松町２丁目11-3）

㈱千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港1-2 195 0.84

長妻　幸枝 千葉県柏市 180 0.77

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目6-6 162 0.70

計 － 16,823 72.03

　（注）当社は自己株式を1,122千株保有していますが、上記大株主からは除外しております。 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　1,122,000 －

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は1,000株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式　 22,195,000 22,195 同上

単元未満株式 普通株式 　　　39,800 － 同上

発行済株式総数 23,356,800 － －

総株主の議決権 － 22,195 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

三協フロンテア株式会社 千葉県柏市新十余二５ 1,122,000 － 1,122,000 4.80

計 － 1,122,000 － 1,122,000 4.80

　 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,337,993 2,434,280

受取手形 ※2
 884,332

※2
 1,054,828

営業未収入金 2,621,058 3,130,077

売掛金 1,202,079 1,290,440

販売用不動産 17,964 17,964

商品及び製品 686,364 720,924

仕掛品 310,283 411,663

原材料及び貯蔵品 914,125 934,487

その他 723,576 730,734

貸倒引当金 △39,274 △41,006

流動資産合計 12,658,504 10,684,393

固定資産

有形固定資産

レンタル資産（純額） 11,247,041 13,404,664

建物（純額） 1,288,495 1,609,783

土地 8,169,638 8,169,638

建設仮勘定 86,704 521,246

その他（純額） 1,023,437 1,107,974

有形固定資産合計 21,815,317 24,813,307

無形固定資産 184,664 191,804

投資その他の資産 ※1
 653,713

※1
 686,259

固定資産合計 22,653,695 25,691,371

資産合計 35,312,200 36,375,764

負債の部

流動負債

支払手形 ※2
 353,927

※2
 311,653

買掛金 4,459,664 4,393,362

短期借入金 1,558,000 4,058,000

未払金 181,031 273,514

未払費用 2,075,103 1,923,323

未払法人税等 2,412,678 728,795

賞与引当金 333,053 326,393

役員賞与引当金 19,500 －

その他 ※2
 1,852,201

※2
 1,832,387

流動負債合計 13,245,161 13,847,429

固定負債

長期借入金 2,504,000 2,300,000

退職給付引当金 447,774 481,969

役員退職慰労引当金 168,091 173,216

環境対策引当金 15,569 15,569

資産除去債務 162,588 183,210

その他 51,717 56,485

固定負債合計 3,349,740 3,210,451

負債合計 16,594,901 17,057,881
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,545,450 1,545,450

資本剰余金 2,775,491 2,776,663

利益剰余金 14,656,166 15,333,027

自己株式 △233,256 △307,032

株主資本合計 18,743,850 19,348,108

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 77 △1,688

為替換算調整勘定 △32,868 △28,536

その他の包括利益累計額合計 △32,791 △30,224

新株予約権 6,240 －

純資産合計 18,717,299 19,317,883

負債純資産合計 35,312,200 36,375,764
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 16,457,720 11,688,227

売上原価 10,107,411 6,800,274

売上総利益 6,350,309 4,887,953

販売費及び一般管理費 ※1
 3,166,026

※1
 3,192,425

営業利益 3,184,282 1,695,528

営業外収益

スクラップ売却収入 16,236 12,568

保険返戻金 10,378 126,238

その他 12,812 13,763

営業外収益合計 39,428 152,570

営業外費用

支払利息 34,879 33,190

その他 12,885 27,359

営業外費用合計 47,764 60,549

経常利益 3,175,946 1,787,549

特別利益

新株予約権戻入益 － 5,980

特別利益合計 － 5,980

特別損失

減損損失 20,110 －

固定資産売除却損 8,566 10,505

会員権評価損 510 －

貸倒引当金繰入額 10,895 －

特別損失合計 40,082 10,505

税金等調整前四半期純利益 3,135,863 1,783,024

法人税、住民税及び事業税 1,681,778 661,657

法人税等調整額 △221,484 80,451

法人税等合計 1,460,294 742,109

少数株主損益調整前四半期純利益 1,675,569 1,040,915

四半期純利益 1,675,569 1,040,915
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,675,569 1,040,915

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △160 △1,765

為替換算調整勘定 2,809 4,332

その他の包括利益合計 2,648 2,566

四半期包括利益 1,678,218 1,043,482

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,678,218 1,043,482
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,135,863 1,783,024

減価償却費 1,276,618 1,567,979

減損損失 20,110 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 42,431 267

賞与引当金の増減額（△は減少） 204,639 △6,660

受取利息及び受取配当金 △782 △706

会員権評価損 510 －

支払利息 34,879 33,190

固定資産売除却損 8,566 10,505

売上債権の増減額（△は増加） △1,647,086 △762,822

たな卸資産の増減額（△は増加） ※2
 △3,034,091

※2
 △3,724,270

仕入債務の増減額（△は減少） 2,217,374 △262,384

その他 1,319,017 △362,674

小計 3,578,052 △1,724,552

利息及び配当金の受取額 798 703

利息の支払額 △35,202 △32,786

法人税等の支払額 △161,743 △2,326,874

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,381,904 △4,083,510

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △340,073 △735,461

その他 176,779 102,257

投資活動によるキャッシュ・フロー △163,293 △633,204

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △700,000 2,400,000

長期借入金の返済による支出 △108,968 △104,000

配当金の支払額 △110,275 △363,625

その他 △27,269 △119,213

財務活動によるキャッシュ・フロー △946,512 1,813,160

現金及び現金同等物に係る換算差額 429 △158

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,272,527 △2,903,713

現金及び現金同等物の期首残高 1,318,493 5,157,993

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,591,021

※1
 2,254,280
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益はそれぞれ3,293千円増加しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

投資その他の資産 10,700千円 9,235千円

　

※２．四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

受取手形 40,000千円 110,260千円

支払手形 74,540 77,530

流動負債（その他） 32,861 9,288

　

　３．特定融資枠契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引先金融機関（銀行６行）とリボルビング・クレジット・

ファシリティ（貸出コミットメント）契約を締結しており、また取引先金融機関（銀行６行）とタームロー

ン契約（分割実行可能期間付金銭消費貸借契約）を締結しております。

　それぞれの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

貸出コミットメントの総額 5,000,000千円 5,000,000千円

借入実行残高 1,000,000 3,400,000

差引額 4,000,000 1,600,000

　

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

タームローンの総額 2,000,000千円 2,000,000千円

借入実行残高 － －

差引額 2,000,000 2,000,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

従業員給与 892,730千円 867,931千円

退職給付費用 37,415 37,755
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

現金及び預金勘定 3,783,483千円 2,434,280千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △192,462 △180,000

現金及び現金同等物 3,591,021 2,254,280

　

※２．前第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

　営業活動によるキャッシュ・フローのたな卸資産の増加額には、たな卸資産からレンタル資産（固定資

産）への振替金額2,610,659千円が含まれております。

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

　営業活動によるキャッシュ・フローのたな卸資産の増加額には、たな卸資産からレンタル資産（固定資

産）への振替金額3,656,269千円が含まれております。

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月13日

取締役会
普通株式 110,370 5.00平成23年３月31日平成23年６月22日利益剰余金

 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年９月20日

取締役会
普通株式 303,517 13.75平成23年９月30日平成23年12月８日利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年２月10日

取締役会
普通株式 364,053 16.25平成24年３月31日平成24年６月21日利益剰余金

 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月30日

取締役会
普通株式 333,514 15.00平成24年９月30日平成24年12月10日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

当社グループはユニットハウス事業を単一の報告セグメントとしており、その他の事業については、重要

性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しております。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

当社グループはユニットハウス事業を単一の報告セグメントとしており、その他の事業については、重要

性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 75円91銭 46円54銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 1,675,569 1,040,915

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,675,569 1,040,915

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,074 22,367

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

　

２【その他】

　平成24年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 （イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・333,514千円

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・15円00銭

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成24年12月10日

 （注）平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成２４年１１月１２日

三協フロンテア株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 海野　隆善　　印　　

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々木浩一郎　印　

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三協フロンテア株

式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日か

ら平成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三協フロンテア株式会社及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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